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借入再設定

　「公拡法」上、借入金の再設定は想定されていな
いが、借入金に占める再設定の割合が年度を追うご
とに増えており、正常な用地取得/売却に基づいた借
入が実施されていない。
　借入再設定の比率を減少させるためには、公社経
営健全化計画を通じて割合を減じていくより他はな
いと考える。

債務保証と債務負担行為

　債務に関する債務保証限度枠の議決方法として、
土地開発公社予算基準第９債務負担行為の設立趣旨
に基づき、「借入再設定」分を明示するなど工夫を
することが考えられる。
　さらに事業計画とは別に、債務保証額（金利負担
増加による債務増加）の議決を得る必要があると考
えられる。
　また、債務負担行為において、金額枠だけでな
く、個別物件ごとに明細を基に議決を得る必要があ
ると考えられる。

13-指-128
P62～
63

土地利用調整課
措置困難
（R4.4）

　土地開発公社については、市が平成２４年度に定め
た「相模原市土地開発公社の今後の在り方について」
において、「将来の解散を目指し、平成２５年度以降
は新たな用地先行取得を行わず、保有土地は市が平成
２５年度から１０年以内を目途に国庫補助金等を活用
して買い戻す」との方向性を決定したことから、平成
２５年度以降の借入金は全て再設定としている。
　土地開発公社は令和３年５月に全ての保有土地を処
分し、借入金についても全額償還したため、借入金の
再設定が不要となった。

　土地開発公社については、市が平成２４年度に定め
た「相模原市土地開発公社の今後の在り方について」
において、「将来の解散を目指し、平成２５年度以降
は新たな用地先行取得を行わず、保有土地は市が平成
２５年度から１０年以内を目途に国庫補助金等を活用
して買い戻す」との方向性を決定したことから、平成
２５年度以降の借入金は全て再設定としている。
　債務負担行為の事項、期間、限度額については、地
方自治法施行規則に基づき、市予算書に記載してい
る。また、事業項目ごとの設定額については、予算主
要施策説明書に記載し、議決を得ている。
　なお、保有土地の明細については、毎年、経営状況
報告書に添付して市議会に提出している。
　土地開発公社は令和３年５月に全ての保有土地を処
分し、借入金についても全額償還したことから、債務
保証及び債務負担行為を設定する必要がなくなった。

指摘 土地利用調整課
措置困難
（R4.4）

指摘

平成１３年度包括外部監査の結果に対する対応状況（令和４年４月現在）

　テーマⅡ「相模原市土地開発公社の財務に関する事務の執行及び管理の状況」

措置（対応）の内容

P6113-指-127


